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11 番 堀  口   受付番号４号、質問議員11番、堀口恵一。 

件名、「デジタルデバイドへの十分な取り組みを」。 

政府は令和４年６月１日、地域活性化策「デジタル田園都市国家構想」の

基本方針を公表した。その中で2027年度末までに高速インターネット通信が

できる光ファイバー回線を99.9％の世帯へ普及させるなどして、生活利便性

を向上させ「全国どこでも快適に暮らせる社会」を目指すとした。 

デジタルデバイドとは、インターネットやパソコンなどの情報通信技術を

利用して、それらの恩恵を得られる人とうまく利用できないために恩恵が得

られない人との間に生じる格差という意味であるが、行政とのコンタクトや

オンライン診療、介護見守りシステムなど、多種多様なサービスが普及して

いるにもかかわらず格差が生じており、利用できないままの人が置き去りに

なっている。また、オンライン環境格差は教育格差にも直結すると思われる。

町のサービス提供の観点からも格差改善の取組は必要なことと思い質問する。 

１、各家庭のオンライン環境について、モデルケースの提示や推進、啓発

等が町としても必要と思われるが、具体的な考えはあるか。 

２、交通対策として、町ではオンデマンドタクシーの実証実験をやってい

るが、利用目的は買物、通院、銀行などが挙げられている。オンラインスー

パー、オンライン診療は開成町などでも行っているところが出てきている。

また、タクシーはアプリを利用すれば格段につかまりやすく、予約もできる

時代である。デジタルデバイド解消を推進すれば交通問題も改善するのでは

ないかと考えるがどうか。 

３、他自治体ではＬＩＮＥ連携による住民通報制度を実施している。町民

の多くがＬＩＮＥを利用している現在、住民より町が遅れている逆デジタル

デバイド状況になっているようにも思えるが、山北町でも公式ＬＩＮＥアカ

ウントを設け、準備するべきと考えるがどうか。 

４、当町でも他自治体でやっているようなデジタルトランスフォーメーシ

ョン推進課が必要と考えるがどうか。 

以上。 

議      長   答弁願います。 

町長。 
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町      長   それでは、堀口恵一議員から「デジタルデバイドへの十分な取り組みを」

についての御質問をいただきました。 

初めに、１点目の御質問の「各家庭のオンライン環境について、モデルケ

ースの提示や推進、啓発等が町としても必要と思われるが、具体的な考えは

あるか」についてでありますが、各家庭のオンライン環境については、各世

帯におけるインターネットの利用状況や利用している機器などを含め、人そ

れぞれのライフスタイルや個人の考え方によって、大きく変わってくると思

いますので、現時点で町がモデルケースの提示などを行う考えはありません。 

また、教育格差の改善については、本年４月に「山北町要保護及び準要保

護児童生徒就学援助費認定要綱」を改正し、援助費の費目にオンライン学習

通信費を加え、家庭でのオンライン環境の整備を支援することといたしまし

た。今後も町の行政サービス提供に当たり、オンライン環境による格差が生

じるおそれがある場合には、必要に応じて補助制度を含め検討してまいりま

す。 

次に、２点目の御質問の「デジタルデバイド解消を推進すれば交通問題も

改善するのではないかと考えるがどうか」についてでありますが、近年、民

間事業者では、利用者の利便性を高めるため、タクシー配車アプリケーショ

ンやバスロケーションシステムなど、スマートフォン、タブレットなどのモ

バイルデバイスを活用し、様々なサービスを提供しております。 

また、各自治体が公共交通機関を補完するために運行しているデマンドタ

クシーなどの移動支援事業においても、インターネットなどによる予約シス

テムが導入されております。 

さらに、自治体や民間事業者が導入に向けて実証実験を進めている、一つ

のアプリケーション上で利用する全てのモビリティーの予約や、支払いが可

能となるＭａａＳについては、デジタルデバイスなしでは、事業展開するこ

とは考えられません。 

デジタルデバイスの活用は、こうした交通サービスだけでなく、今後、自

治体が、福祉、教育、防災、医療などの多様な行政サービスを住民に提供す

るためには不可欠であり、デジタルデバイドの問題を解決することは、民間

だけでなく行政においても取り組んでいく必要があると考えております。 
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現在、本町では高齢化率が40％を超えていることから、特に高齢者の方々

に対して、デジタルデバイスの利便性、必要性をよく知ってもらい、関心を

持ってもらうような取組が必要であると考えております。 

本町の抱えている生活交通の課題については、町域が広大で集落が分散し

ていることや、公共交通機関の整備が十分でなく、自家用車による移動割合

が非常に高いという地域特性を踏まえ、まずは、こうした地域に最もふさわ

しい移動支援サービスを検討することが極めて重要であります。 

そして、そのサービスを利用される方の利便性を高めるための手法の一つ

として、デジタルデバイスの活用を上げることはできますが、単にデジタル

デバイドを解消することで、本町の抱える生活交通の課題解決につながると

は考えておりません。 

次に、３点目の御質問の「他自治体ではＬＩＮＥ連携による住民通報制度

を実施している。町民の多くがＬＩＮＥを利用している現在、住民より町が

遅れている逆デジタルデバイド状況になっているようにも思えるが、山北町

でも公式ＬＩＮＥアカウントを設け、準備するべきと考えるがどうか」につ

いてでありますが、御提案いただいた「ＬＩＮＥ連携による住民通報制度」

は、現地の状況や写真などの情報を町民の皆様からリアルタイムに提供して

いただける便利なものと認識しております。 

現在、町では町民の皆様からの道路の不具合やごみの不法投棄などの通報

にあっては、各課へ直接電話やメールのほか、町ホームページへのお問合せ

フォームなどによりいただいております。その情報については、遺漏なく対

応する体制を整えていることから、現行システムの機能で十分であるとは思

いませんが、早急に通報ツールを増設する必要はないと考えております。 

今後も、現行システムを町民がより使いやすく工夫を凝らすとともに、新

たなシステムを導入する時期が来ましたら様々なアプリやシステムを検討し

てまいります。 

次に、４点目の御質問の「当町でも他自治体でやっているようなデジタ

ル・トランスフォーメーション推進課が必要と考えるがどうか」についてで

ありますが、現在、町では総務省が策定した「自治体デジタル・トランスフ

ォーメーション推進計画」に定められた重点取組事項に、優先順位をつけて
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計画的に調整を進めております。 

まず「自治体情報システムの標準化・共通化」については、神奈川県町村

情報システム組合と緊密な連携を図り、2025年度の移行に向けて協議を進め

ており、また、「自治体の行政手続のオンライン化」については、2022年度

末を目指してマイナンバーカードを取得された町民のオンライン申請が可能

となるよう申請枠組みの追加や見直しなどを進めているところであり、まず

はこれらの重点取組事項の対応を完了させることが重要であると考えており

ます。 

また、町全体のデジタル・トランスフォーメーション推進についての検討

は必要と考えておりますが、新たな課の設置については、現状では必ずしも

必要とは考えておりません。 

議      長   11番、堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   堀口です。 

１番のところの、ライフスタイルや個人の考え方によって大きく変わって

くると思いますので、現時点で町がモデルケースの提示などを行う考えはあ

りませんとありますが、2027年度までに高速インターネット光ファイバー回

線99.9％の世帯へ普及させるということを考えますと、俺は要らないよとか

関係ないという人が結構いるかと思いますので、そういった人たちの普及も

含めないとそこに到達できないんじゃないかと思うんですけれども、令和２

年６月の定例会の一般質問においても、町内全戸にＷｉ－Ｆｉ環境必要では

ないかとの質問に、まだ全戸にまでは必要ないというふうに答えられており

ますけれども、２年たった現在もやはり言われますとおり、ライフスタイル

や個人の考え方を重視するということで、全戸までは考えないということで

よろしいんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   要するに、デジタルデバイドにならないように、格差が広がらないように

やるということは、当然必要なことだというふうに認識しております。 

しかし、ここにも申し上げましたとおり、各個人のインターネット環境と

かそういったものがかなり多種多様でございますので、それに対して、町が

このようなモデルというようなことを検討するつもりはございませんけども、
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おそらく国のほうが強烈に、今、推進しておりますんで、おそらくいろいろ

な案件について、かなり進むんではないかと。それがどういうところから進

んでくるかというのはなかなか難しいですけども、例えばキャッシュレスで

進むとか、あるいはまたマイナンバーとかそういったものをてこにしてやる

かどうか分かりませんけども、いずれにしても、今、私のほうで全国町村会

のほうに出席しておりますと、それの普及率についてはかなりハードなスケ

ジュール感を持っていっておりますので、国のほうはかなり強烈に推進して

くるというふうに思いますんで、我々としてはそういったことをにらみなが

ら、こういったようなものに対応していきたいというふうに考えております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   その後ですけど、今度、教育問題のほうですけども、教育のオンライン環

境による格差が生じるおそれがある場合には検討していきますよというよう

な形で書かれているんですけれども、今現在、既に、例えばオンライン塾と

かオンライン講習というのは、ある程度の大きさのモニターでほとんど対面

してるのと同じような形でやるケースもあるでしょうし、スピードもちゃん

と落ち着いてるのかとかそういった現場というか末端で実際にそれがそのレ

ベルになってるかというと、なっていないケースが結構あるんじゃないかと

思うんです。たまたま親が持ってるパソコンでやってるとか、あくまでも、

町は補助制度というか後押しという形で進めてるかと思いますけれども、先

ほど言ったモデルケース、これくらいの画面でこれくらい見てれば、普通に

国語の先生とやり取りできるよとかそういった状況にないと、そういう状況

にあって、塾へ行ったりだとか学校の先生から受けてる生徒とそうじゃない

人で大きな格差が開いてしまうんです。もう既にオンライン学習に格差が生

じてるんだと思うんですけども、どうでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   当然それは生じてると思いますよ。当たり前だというふうに思っておりま

す。当然、そういうのが非常にできる人については、様々なアプリケーショ

ン等を利用してやっておりますけども、私もそうですけど、なかなかそこの

ところが使いこなせない、つまり自分が利用したいものが、ある時期だけ例

えば医療を受けたい、介護したい、何をしたいとその枠組みの中で変わって
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いきますので、それらを全てケース・バイ・ケースのときに全部使えるとい

うほどの能力がございませんので、適宜これは必要だなというようなものに

ついてのアプリケーションを使ってるというのが今の私なんかの現状でおり

ますから、おそらくそういったような使い方をしてる人のほうが多いんでは

ないかというふうに考えております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   いろんなシステムがいろいろ出てきてまして、要は何が一番ポイントにな

るかというと、やっぱりＷｉ－Ｆｉ環境さえあれば例えば安い機器を中古で

買ってきて使うこともできるし、安くやることはいろいろ可能になってくる

んですけど、その大本になる高速回線が家に届いてないということになると、

スマホで代用してやったりして、非常に貧弱な形でやったりとか、結構ばら

つきがある状況になっちゃってるんだと思うんです。ですから、それがどこ

ら辺から解決できるかというと、町あたりが一番こう身近なところで接近し

てますので、できるんじゃないかと思ってまして。ここがやっぱり肝なんで、

それで国のほうでも99.9％各家庭というのを言ってるんだと思うんですけれ

ども。今後、多分それを後押しするような形で国のほうでも何かしらの施策、

もうちょっと後押し施策みたいな形が出てくると思うんですけども、いずれ

にしろそれくらいのテンポで行かないと、どんどん、さらに一年ごとに差が

つくという、格差が広がっちゃうという状況だと思うんですけれども、もう

少しそれ推進する補助というと、あくまでも本人がその補助バックアップし

てるという体制なんですけれども、そうじゃなくてこれくらいは必要だよね

というところぐらいはある程度見せておかないと、普通これくらい使ってい

るというのが分かんないまま何か違うなというふうになってると、子どもた

ちがかわいそうじゃないかと思うんですけどもどうでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   おっしゃるように、知ってる人と使いこなせる人とこなせない人というの

は当然格差が広がるというふうに思っておりますけども、その格差を含めて

やらないというんですか、まだいいというような人が非常に多いというふう

にまだ認識しておりますんで、そういった人たちに少し便利だからというよ

うなことで進めても、なかなか、まだまだ理解していただけないところがあ
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りますので、それらはやはり時間をかけて、我々のいろいろなデジタルに関

すること、あるいはインターネット、様々なアプリケーションについても理

解していただくように努めなければいけないというふうに思っておりますけ

ども、そもそも論としては、例えば皆さんスマートフォンを持ってる方、う

んと多いんですよ。我々の年代になると写真とメールと通話しか使ってませ

んよ。あとはついてますけどほとんど使ってませんよね。ですから、そうい

うことと同じだというふうには思っておりますけど、こういうふうに使えま

すよと言っても使っていただけないんですよ。ああ便利だねで終わってしま

うというのが、今の現状だというふうに思っています。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   今ちょっとスマホの話が出ましたので、スマホの利用レベルといいますか、

どこまで使いこなしてるかというんで、１段階というのが通話、カメラを使

いますよと今お話された話で、電話の代わりにままで使ってると。それから、

２段階目でＬＩＮＥでもう写真とかクリックして状況やり取りしてるとか、

グループつくって、ＰＴＡの奥さんたちが連携してやり取りしてるとか、そ

のＬＩＮＥを使いこなして情報コミュニティをつくってるという段階が２段

階目があって、３段階目、当然、ＬＩＮＥ使うにはアプリを入れますから、

アプリというのは後からも出てきますけれども、交通関係のアプリとかみん

なアプリでインストールして使うようになってるわけですけども、そのアプ

リ追加して利用するというところ、なかなか結構ハードルがあるみたいで使

ってないケースがあるかと思いますけど、それが３段階目で。その後、４段

階目でそれで決済ができるとか、自分で支払いがスマホで完結するよという

４つぐらいに段階があるんだと思うんですけども、なかなかそれぞれ使って

る友達がいれば聞けば、すぐ大体分かるんですけど、その次のステップ行く

ときに使ってない人同士だとそのままずっと使ってない人同士のままで終わ

っちゃってるんですね。ですから、結構スマホの会社なんかでも、スマホ教

室とかのぼり旗出してるんですけども、なかなか、そこも結局お店側ですか

ら、ハードルが高くて聞いても向こうは売りたくて言ってんだからという話

になってしまって、信用できんのかどうか分からないと。そういったところ

を行政が何かスマホの今４段階ありますけど、その４段階について簡単なレ
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クチャーするとかそういうのを聞かれれば答えられるよというぐらい、使っ

てる人ならできると思うんで。比較的ハードルの低いサポートだと思うんで

すけど、そういった窓口みたいなのをつくるというのはどうでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   なかなか難しい問題だと思います。私もＬＩＮＥをやっておりますし、実

際にグループで４つほどやっておりますけども、嫌だと言う人もいらっしゃ

います。あと、やってみて分かったんですけど、グループの中でやり取りが

できるものというのは一般的なことのやり取りは普通できるというふうに言

われますけど、今おっしゃったような行政関係に限るようなものについては、

やはりそれはグループチャットにするとなかなか難しいというふうに思って

おります。要するに、対応するのが目的であって、普通の会話については返

信を出しません。ですから、よほどのことがないとそういうようなやり取り

にならないというようなことになりますんで、なかなかその使い方について

は、非常に便利ではございますけれども、やはりなかなか難しいところがい

っぱいあるんだというふうに思っておりますんで、そういったことを勘案し

ながらできれば使っていきたいというふうに思ってますんで、私も何回か相

談はしました。一緒にやりませんかと。一緒にこの例えば連合自治会の人に、

６人だけですから一緒にグループに入ってくださいといって、残念ながらで

きませんでした。そういったようなことと同じように、なかなか便利であっ

てもなかなかそれが進まないというのが今のとこの現状だというふうに認識

しております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   確かに、ＬＩＮＥにつきましては、グループというのは意外とネックにな

っていて、ある目的を持った会議とかだったらいいんでしょうけども、そう

じゃない場合というのは、自分関わりたくない人がグループ入っちゃうとま

ずいとかそういう制限もあるんで。そういった、グループというのはそうい

うもんだよということ自体も知らない人もいたりして、そういうのも含めて

あまりにも知らないままの状況が進んでいるような状況で。片やテレビとか

いろいろな国でも県でも自治体でもいろんなアプリをどんどん提供してきて

る状況になってまして、とにかくその辺を何らかのサポートをどっかでやら
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ないといけないんじゃないかということで、町が一番いいんじゃないかなと

思ったんですけども、難しいことは確かなんですが、具体的に例えば、掛川

市なんかは本当にＬＩＮＥ前提で町の道路が陥没してるとか異常事態になっ

たときに通報するシステムつくってうまく成功してるという例もありますの

で、他市に学ぶというのも一つあるんじゃないかと思うんですけど、実際そ

れで問題があれば問題でしょうけども、もう一、二年たってると思うんです

けども、一応成功事例みたいな形になってまして、一応ほかのシステムで町

ではやっているということなんで、そちらも検討してみてはと思いますんで、

それについて、ちょっと調査して確認していただきたいと思います。あえて、

ごり押しでどうのこうのというわけじゃないんですけども、何らかの対応を

というところであります。 

あとは、先ほどの教育格差のところについては、オンライン環境による格

差が生じるおそれの場合にはというふうに書かれて、補助制度も含め検討し

てまいりますと書いてあるんで、町長も格差が生じてるのも分かってると言

われましたから、当然何らかの策を取っていかれるんだと思うんですけども、

今後どうされるかちょっとお聞きしたいんですが。 

議      長   町長。 

町      長   時間がかかるというふうに思っております。やはり、まず環境を整えると

いうことが必要でしょうし、それからやはり、皆さんが私はこれがどうして

も必要だというようなものがないと、それを１回だけ使っても２度目は使わ

なければ、お年寄りの方は忘れちゃいますし、そういったことで、常に使い

続けなければいけないというふうに思いますんで、そういった意味では、格

差は当然解消しなきゃいけないというようには思いますけれども、なかなか

そこについて、こういう方法で解消できるとかというのがまだ確立されてお

りませんので、町としてはなるべく皆さんにこういったようなインターネッ

ト環境、オンライン環境というものについて理解していただいて、それを使

っていただくようなことを進めていくしか方法が今ところないというふうに

考えておりますんで、それについてはまた皆さんの御提案を聞きながら進め

ていきたいというふうに思っております。 

議      長   堀口恵一議員。 
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11 番 堀  口   ２番目のところにいきまして、交通問題の関係ですけれども、いろいろタ

クシー配車アプリケーション、実際、この地区でもタクシーのアプリで検索

すると、ちょっと松田寄りであれば向こうのほうでも３台、４台車両が出て

くるような、非常に視覚的に分かりやすいタクシーアプリとか出てますけれ

ども、比較的この平地でこっちに近いところは、町場に近いほうは、タクシ

ーで結構フォロー利くんですけど、奥、三保とか清水のほうというのはちょ

っとそこには対象外みたいな形で出てきちゃうわけなんですけども、調べて

みたら中川のほうにもタクシー会社がありますんで、例えばそういったとこ

ろのそういうデジタルデバイドじゃないけれども、そこにアプリに登録して

もらうような声かけとかそういったことは、町としてはできないんでしょう

か。 

議      長   町長。 

町      長   あまり中川のタクシーは、あまり参考にならないというふうに思います。

ほとんど予約に近い形で車も本当に限られた人しかいませんので、臨時でそ

こに入るということはなかなか難しいというふうに思っておりますんで、あ

まりそちらは参考にならない、普通に一般的なタクシー会社とかそういった

ものは、一応そういったような予約とかそういったものについて、有効だと

いうふうに思いますけども、なかなかお一人でやっているような場合には、

なかなかその予約がかぶってもそれを調整するというのは、なかなか難しい

んではないかというふうに思っておりますんで、そういったことはあまり参

考事例にはならないというふうに私は考えております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   回答のほうにもありますＭａａＳですけれども、今後、交通網に関してそ

のＭａａＳを前提に交通網構築していくような感じになるかと思うんですけ

れども、先ほどのタクシーもデバイス上に入ってきてやるとかいう状況にな

ってくると、今、ドア・トゥ・ドアのオンデマンドタクシーというのをやっ

ているんですけど、今の状況というのは、タクシーと完全に競合しちゃうや

り方でやってるわけですけれども、単にそのお金を無駄にしてるのと変わら

ないんじゃないかということになっちゃうわけで。むしろ山北町として目指

すんであれば、ＭａａＳのほうに乗っかった場合というのは、駅から駅まで
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行くんで、駅から自宅とかの短距離交通をフォローしていったほうがいいん

じゃないかと。ちょっとこれ交通問題になっちゃいますけど、デジタルもＭ

ａａＳ関係ということで、将来的に短距離交通が担保されていれば、ほかも

全体連携からしてそこがつながってるということになるかと思うんですけど

もどうでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   ＭａａＳ、複数の交通機関とかいろいろこう交ぜた中で支払いも一手にで

きるというものなんですが、まだ本町のそういうサービスですよね、民間サ

ービスも含めて、まだまだ導入には至らないと考えております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   町が補完するところとして、要するに、例えば上病院まで行ってほしいよ

というんで、ちゃんとタクシーと同じであって、しかも、いや、そこじゃあ

足りないから小田原まで行ってくれということであれば、さらにタクシーと

競合という形になってしまうわけで、町ではそこまではできないと思うんで、

どこかしら線が出てきちゃうと思うんです。 

町としてやるべきは、むしろ末端のところである駅から自宅みたいなそう

いったところに限定しないと、このＭａａＳに乗っかってこないというか、

どういう位置づけで取れていいか分かんなくなっちゃうと思うんですけども、

ＭａａＳのほうの視点から見た場合は、そのほうが利用価値が出てくるんじ

ゃないかと思うんですけども、どうでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   先ほども申しましたとおり、本町の各種のサービス、民間も含めたそうい

うサービス、あと、またニーズも含めて導入の方向に考えられませんという

ことでお答えいたします。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   おそらく、まずそのデジタルデバイドがまずネックにあるというのが現状

ではあるかと思うんで、当然すぐにはできない話なんだと思うんです。ただ、

将来長い目で見た場合には、そういう展望もちょっと検討していただければ

と思うんですけども、どうでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 
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企 画 総 務 課 長   永久にこういうものを入れていかないということはないと思います。先ほ

ど町長の答弁でもあったとおり、国の動向をしっかり見た中で、国の動きを

見た中で、こういうデジタルの関係は進めていくようになると思います。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   ４番目のデジタルトランスフォーメーション推進課についてでありますけ

れども、現状では必ずしも必要とは考えておりませんという回答ですが、現

状だと各課でそういう今、デジタル化が進んでいく中で、各課がそれぞれ対

応するという考え方でよろしいんでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   それぞれシステムを導入して行ってます。そのシステムの大元はやはり企

画総務課のほうで、まずは一括管理というか、選定とかそういうものをさせ

ていただいております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   庁内のデジタルデバイドを解消するというのも、町としても最初に言って

いるとおり、サービス提供するのに受け手側が受けれないんじゃお話になら

ないんで、当然それも入ってくるわけですけれども、そのサポート体制をす

るのに、やはり何らかのデジタルに特化した部署がないとなかなかばらばら

で言っても、いやこれスマホでできるよと言われても、技術的な細かいこと

やってもあまり聞けなくて、そのまま面倒くさいからいいやとなっちゃうと

いうんですかね。ですから、せっかくいろんなソフトがそろってきてて、使

えない状況になってしまう可能性があると思うので、そう言った意味でデジ

タルトランスフォーメーション推進課というので、仮想でも構わないんで部

署を設けてしまって、そこに取りあえず情報集めて実質的な対応するという

ことができてれば、そういうデバイド推進なんかでもそこがこうやればいい

んですよとか、何か話してくれるから次につながると思うんですけど、今の

状況というのは住民の人がこれどうしたらいいんだというのが聞けない状況

になっちゃってるんじゃないかと思うんですけれど、どうでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   基本的には、とにかくデジタルデバイスを解消していかなきゃいけないと

いうことはそのとおりだというふうに思っておりますけども、そこの中でど
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のようにやってくかというのは、国の動向、あるいは、また我々が自治体と

して、14町村でシステムの共有化をしております。その中で様々なことが議

題として上がって、それに対応するようにいろいろなソフトを組んでいくと

いうようなことをやっております。もちろん、それとは関係なく自分の町は

こういうふうにやるんだという町もなくはありませんけども、しかし、皆さ

んが一応システムのほうを共有してできるだけそういったようなことが起こ

らないようにしていこうというのは、やはり共通した認識でございますんで、

私は国の動向を見ながら進めていくのが、今の一番最適ではないかというふ

うに考えております。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   ちょっとデジタルトランスフォーメーション推進課に関連してたんですけ

ども、デジタルデバイド解消は必須なことであると思うんですけれども、具

体的な方法としてちょっと２案あるんですが、それについて意見をお聞きし

たいんですけども、１つ目は、各地域に現在、木の掲示板がございます。掲

示板があるんで、その４分の１とか部分的にデジタル掲示板にしてはどうか

というのが一つ。もう一つは、みずかみテラス、せっかく今新しくできまし

たんで、そこでデジタルデバイド解消のモデルケースとして、テレワークを

推進するという、してはどうかの二つなんですね。 

もうちょっとこれだと中身がよく分からないんで、少し説明加えますと、

町内には各地域に掲示板があるが、有効情報が少なくあまり見られてないよ

うに思われる。掲示板の４分の１程度をデジタル掲示板にして、町の最新情

報、時間、気温、天気予報、議会中継、役場のリモート総合受付窓口など、

有効情報を表示して、デジタルデバイド解消へ向けた動きをしてはどうか。 

民間では、クリーニング屋さんでしたか、民間では複数の無人店舗のリモ

ート質問対応を一人で行って、効果を上げているところもあると。 

スマートフォン扱いの簡単な質問を受けるようにすれば、デバイド解消に

役立つと思うし、そうすればそこには人が集まり小さなコミュニティができ、

町の活性化につながると考えるところです。 

それからまたみずかみテラスに関してなんですけれども、テレワークがい

ろんなところで日常的になってきた現代、健康面、コミュニティ面も考え、
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アウトドアライフと組み合わせたライフスタイルが推奨されてきている。み

ずかみテラスでは、テレワークとアウトドアライフを組み合わせたライフス

タイルも想定していると思うが、デジタルデバイド解消の起爆剤になると思

うので、実施されているテレワークの調査をするなどして、相談対応などで

テレワーク推進してはどうかということで、デジタル掲示板の案とみずかみ

テラステレワーク推進の案について御意見いただきたいと思います。 

議      長   町長。 

町      長   まず、デジタル掲示板でございますけども、庁舎の入ったところにサイネ

ージがありますよね。あれは結局、あれの小型版がどうか分かりませんけど

そういうやりますと、あれば広告費で運営されているわけですよ。町として

は全くお金がかかってないわけですけど、あれに似たものが、例えば掲示板

でわっと行ったときに、誰がそれを運営して、誰がリアルタイムでというの

は全部委託になるでしょう。そうなると当然、費用的なことは当然発生しま

すので、それは現実的ではないなと。例えば10か所、20か所に掲示板をつく

ったところで、それを町の活性化につながるかもしれませんけど、費用対効

果等考えると、今現在、松田の駅とか各庁舎にああいうものが設置されてま

すけど、あれは本当に決められたものを更新していくだけですから、毎日毎

日更新してるわけではなくて、決まったときに更新してるぐらいですけど、

あれを要するに掲示板としての機能として一週間に一回とか、月に一回でも

いいけど、それを更新して管理してくということになると、大変費用的にも

大変になるということで、私としてはそれはちょっと現実的ではないなとい

うふうに考えております。 

あと、みずかみテラスのことについてですけども、言ってみれば、私のほ

うとしてはＷｉ－Ｆｉの使えるようにしてほしいということでは、つくると

きにやっとりますけども、そこをモデルケースにするようなことは考えてお

りませんでしたので。何か補足があれば。 

議      長   定住対策課長。 

定 住 対 策 課 長   みずかみテラスにつきまして、今先ほど町長のほうの答弁にもありました

とおり、一部屋をテレワークができるようなというところの小さいお部屋を

用意させていただいてます。現状、今の入居の状況に関しまして、テレワー
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クができるのでと、こちらにはみずかみテラスのほうを契約したいというよ

うな方は、現状のところで今、予約のほうが入ってないような状況になって

おります。町内の企業とか近隣の会社のほうに勤める方が主な形になってま

す。ですので、先ほど町長のほうもありましたとおり、そこの状況が全てが

テレワークで使っているかという調査に関しましては、それぞれの生活のス

タイルがありますので、現状、ほかの住宅におきましてもテレワークされて

る方もいるかと思いますが、そこまでの調査、現状してない状況にあります

ので、みずかみにつきましてもそこまで具体的にテレワークの調査とデジタ

ルデバイドの解消、どういうような問題があるというようなところまでの調

査をする予定は今のところないような状況にございます。 

議      長   堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   デジタルデバイドの解消は必要だということは共通の認識だと思いますん

で、今後もできる取組をしていくということも、改めて町長からの言葉をい

ただきたいんで、それで終わりにしたいと。 

議      長   町長。 

町      長   おっしゃるように格差はいろんな意味で仮にデジタルだけではなくても

様々な格差があるわけですよ。正直言いますと、山北町地域が広いですから、

実際にはこっちの町内で受けれるサービスが三保とか奥のほうでは受けられ

ないというようなサービスがあるわけですよ、現実問題として。そういった

ことをやはり解消していくということは大事だというふうに思っております

けど、それが全てデジタルデバイスで解消できるかと言われると、それはな

かなか難しいというふうに思いますんで、ぜひともそういったような解消に

向けて、一歩でも進んでいきたいというふうに思っております。 

 

 

 

 

 

 

 


